
 

 

au カブコム証券 残高照会サービス利用規定 

三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券 株式会社 

（規定の趣旨） 

第 1 条 

この規定は、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社（以下、「当社」といいま

す。）が、au カブコム証券株式会社（以下、au カブコム証券）が提供する API サービスと

連携して、当社が提供する「au カブコム証券 残高照会サービス」（以下「本サービス」と

いいます）の利用に関する取決め（以下「本規定」といいます）です。 

２ お客さまの本サービス利用に係る権利義務関係は、本規定に別段の定めがある場合を

除き、au カブコム証券が提供する API サービスに関する規定のほか、当社の証券取引約

款、オンライントレード・テレフォントレード利用規定その他約款および規定等の定める

ところによります。 

 

（本サービスの内容） 

第 2 条 

本サービスは、au カブコム証券が提供する API サービスを活用した、当社が提供する残

高照会サービスです。 

お客さまは、本サービスを利用することにより、お客さまが au カブコム証券にて保有す

るお預かり商品の銘柄名、現在値、時価評価額、評価損益その他の情報を、当社オンライ

ントレード上で閲覧することができます。 

２ 本サービスの対象商品は、現物国内株式、信用建玉、投資信託および先物・オプショ

ンです。 

3  本サービスは、金融商品取引法 35 条 1 項 9 号に基づき提供する当社のサービスであ

り、表示するデータの提供元は au カブコム証券です。当社は au カブコム証券から取得し

た情報を提供するにとどまり、提供情報の正確性について保証するものではありません。 

 

（本サービスの利用の申し込み） 

第 3 条 

お客さまは次の（１）から（３）のすべてを満たしている場合、当社が定める方法により

本サービスをお申込みいただくことができます。 

（１）オンライントレード・テレフォントレード利用規定に定める「インターネットトレ

ード」または「スマートフォンサービス」をご利用いただいていること 

（２）au カブコム証券の口座を保有していること 

（３）本サービスの内容を理解し、お客さまの責任においてご利用いただけること 

２ お客さまの au カブコム証券における総合証券口座および信用取引口座は、当社にお

ける口座名義と同一名義のものとしていただきます。 



 

 

３ 当社は、お客さまが本サービスをご利用いただくことが不適当であると認めた場合に

は、本サービスのお申し込みをお断りすることがあります。 

 

（本サービスの利用） 

第 4 条 

本サービスは、「インターネットトレード」および「スマートフォンサービス」を通じ

て、ご利用いただくことができます。 

 

（サービス内容の変更等） 

第 5 条 

当社は、あらかじめお客さまに通知することなく、本サービスの内容等を変更することが

あります。 

２ 当社は、自らの判断により、すべてのお客さまに対して、本サービスの一部または全

部を終了することがあります。 

 

（本サービスの停止） 

第 6 条 

当社は、次のいずれかの事由により、お客さまにあらかじめ通知することなく本サービス

の一部または全部を停止することがあります。 

（１）機器の保守・点検 

（２）その他、当社または au カブコム証券が必要であると認めた場合 

 

（本サービスの解約） 

第 7 条 

次に掲げるいずれかに該当する場合は、本サービスは解約されます。 

（１）お客さまが、当社の定める方法により本サービスの解約を申し出られた場合 

（２）お客さまが、au カブコム証券が提供する API サービスを解約された場合 

（３）オンライントレード・テレフォントレード利用規定に基づき、オンライントレード

が解約された場合 

（４）当社または au カブコム証券が、お客さまに本サービスをご利用いただくことを不

適当であると認めた場合 

 

（免責事項） 

第 8 条 

当社は、次に掲げるお客さまの損害等については、その責を負いません。ただし、当社の

故意または重大な過失により生じた損害についてはこの限りではありません。 



 

 

（１）やむを得ない事由による本サービスの提供の中止または中断により生じた損害等 

（２）通信機器、通信回線、コンピュータ等のシステム障害によって生じた損害等 

（３）本サービスを利用して取得した情報に基づき投資された場合に生じた損害等 

（４）その他お客さまの過失により生じた損害等 

 

（規定の改定） 

第 9 条 

本規定は、法令の変更または監督官庁の指示、その他必要が生じたときに改訂されること

があります。 

なお、本規定の改定は、証券取引約款が定める方法により行います。 

以上 
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